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工 問 題 の 所 在
日本の殖産興業政策の展開過程は,日本が絶対主義に傾斜しつつあった幕末
の幕政改革 ・藩政改革の段階でその端緒につき,明治の天皇制の成立過程にお
いて本格的に進行した。幕末の幕政 ・藩政改革で示された殖産興業政策は,封
建制社会内部における商品 ・貨幣経済の発展と開港による欧米諸列強の外圧に
対応するために,徳川幕藩体制が封建的再編成を目ざしてすすめられた政策で
あり,明治維新政府のもとでの政策は,そ の相対的独自性を保持し,欧米資本
主義諸列強の強圧によるブルジョア的世界市場への組入れを目ざしたブルジョ
ア的改革=本源的蓄積を推進するための政策であり,その内容から明治維新を
境として二つの時期に区別することができる。さらに,明治期における殖産興
業政策の展開過程を政商資本とのかかわりのなかでみる時,三つの時期に分け
て考えることができる。第一段階は1868(明治元)年の 「明治維新政府成立」
から1873年の 「明治6年政変」までの大蔵省 ・工部省中心の時期,第二段階は
「明治6年政変」から1881年の 「明治14年政変」までの内務省中心の時期,第
三段階は 「明治14年政変」から1889(明治22)年の 「大日本帝国憲法発布」ま
での農商務省中心の時期に区分することができる。
本稿では,その第一段階における殖産興業政策と政商資本との動向について
明らかにしていきたいとおもう。
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この分析に入 るまえに,殖 産興業 政策論 と政商資本 とを どの よ うに把 握 した
4
かを明らかにしておきたい。
「殖産興業政策論」の研究史を整理された永井秀夫氏は,殖産興業と日本資本
主義の性格を 「もっぱら軍事的性格において理解する」流れと逆に 「近代資本
一般 ・工業化政策一般として理解する」流れの二つの潮流を抽出され,前者を
講座派的見解 ・後者を一般的通念として整理された。永井氏の主張は殖産興業
政策が時期 ・状況 ・理念によって内部的な矛盾 ・変質を含んでいるが,その一
貫する性格は 「後進国の近代化助長政策」であるとされ,殖産興業と富国強兵
とが 「日本の近代化における合言葉であっただけでなく,近代化の過程を短縮
した国家権力の作用として,実質的な意味を持っている」とされるω。 研究史
の二つの潮流のなかで,上からの資本主義化政策論や魔法の杖論などのあいま
いな抽象論,また,近代的生産様式の技術 ・制度の狭義な移植論には全面的に
支持することはできない。明治期の殖産興業政策と日本の本源的蓄積の特質と
の関係や富国強兵としての軍事的性格を軽視することはできないとおもう。殖
産興業政策は封建制から資本主義への過渡期を担う絶対主義の経済政策を代表
する 「マーカンチリズム」(interCantilism)の日本的形態と広く規定され,具 体
的には資本の本源的蓄積過程の日本的産業保護政策と理解することができる。
したがって,この政策は諸産業における技術 ・制度の移植とともに資本と賃労
働の創出を含むところの資本主義的生産様式の導入のための諸政策の総体を示
す広範囲なものである。歴史的にはヨーロッパ資本主義の東洋進出という19世
紀後半の諸情勢のなかで富国強兵政策と結びついた洋式近代工業の移植 ・育成
として強行された。そのことは,一面においては,幕藩体制下の伝統的な殖産
興業政策の発展的継承でなければならなかったし,他面においては,上からの
産業革命によって下からの自生的な産業革命の契機を国家的強力によってつみ
取ってしまうことでもあった②。 この政策の歴史的発展の特質こそは,自生的
に発展したイギリスの産業革命やマーカンチ リズム政策と異なり,また,ド イ
ツの保護関税による民族産業保護政策とも対照されるものではないだろうか。
「殖産興業」が 「救皿的色彩を払拭した物産政策」のための政策用語として定
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着したのは1880(明治10)年代とされているが(3},永井氏も指摘され てい るよ
うに,時期 ・状況 ・政策の遂行者によって,内部的矛盾 ・変質を含むものであ
り,それに関わる諸史実を詳細に考察し,この課題をより深 く解明してい くこ
とが必要である。
つづいて政商資本の問題について明らかにしたい。政商資本は,一般に政府
や時の権力中枢の政治家に癒着して生まれ,政府の政策や立法に寄生して資本
を蓄積し,拡大する前期的商人資本をいう(4)。そして,こ の政商資本は出自か
ら大きく二つに類型することができる。第一の型は,徳川時代に封建的支配者
に結びついて特権的御用商人となり,幕末維新期の混乱と危機を巧みに乗り切
り,明治以後も新政府と結びついて手厚い保護をうけ,一層の発展をとげた政
商。この類型に入るものとして三井 ・住友 ・鴻池 さらに明治期に脱落した小
野 ・島田組などを挙げることができる。第二の型は,幕末維新の動乱期にあた
って,時の権力中枢の政治家と結びつき,混乱に乗じて一挙に巨i富を築いた
「徒手空挙型」{5}ともいうべき政商。これに属するものとして,岩崎弥太郎 ・安
田善次郎 ・藤田伝三郎 ・大倉喜八郎 ・浅野総一郎 ・古河市兵衛などが挙げられ
る。その他,揖西光速氏が,第 三類型=「指導者型政商」働 として挙げられて
いる渋沢栄一や五代友厚も広 くは第二の型に含めて考えてよいのではないか。
第二に属する政商の出自は,士族 ・商人 ・医者 ・地主(庄屋)などでその地位
は概して低いが,維新政府 ・官僚 ・政治家を最大限に利用し,短期間のうちに
第一の政商型に匹敵するほどの蓄財をなした典型的政商ということができる。
こうして大きく二類型された政商資本が,明治新政府のもとで展開 された
「殖産興業政策」の過程で,どのようにして自己の蓄積基盤を拡充 し,近 代資
本に転化していったかを明らかにしていきたい。
(1)永井秀夫 「殖産興 業政策論」131頁。(r北海道大学文学部紀要』10,1961年所収)
(2)田中豊喜r殖 産興業政策史序説』白桃書房,1965年,1頁。
(3)小岩信竹f政 策用 語 としてのr殖 産興業』について」85頁。(r社会経 済史学』,37
巻,1971年所収)
(4)政商資本の概念をめ ぐる諸説を拙稿 「政商資本 と資本の蓄積基盤」(『明大商学論
叢』,第65巻第3・4・5号)のなかで整理 しておいたので参照 してほ しい。
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{5}揖西光速r政 商』筑摩書房,1963年,11～12頁。
⑥ 同書,13頁。
いは世話役的存在 として重 きをなす型 と規定された。
(:56)
揖西氏は明治政府の官僚から転じて実業界に身を投 じ,・指導者ある
2.由 利財政期の殖産興業政策と政商資本
明治期における殖産興業政策の始期を1870(明治3)年10月の工部省 の設置
におく見解もあるが,私は由利財政の太政官札発行による 「興産紙幣政策」や
政府の旧幕工業官収による 「軍事工業育成政策」などは殖産興業政策として無
視することのできないものと考える。したがって,その始期を1868(明治元)年
の新政府発足におき,由利 ・、大隈 ・井上の財政担当者を中心にすすめられた殖
産興業政策を明治期の第一段階として位置づけたい。三人の財政担当者は明治
6年政変によって大久保内務卿が登場するまで,それぞれ特色をもちながらも
同一の方向をもって政策をすすめたものと理解する。
明治新政府の最初の財政担当者由利公正(旧姓三岡八郎)は越前藩時代のかれ
の財政改革の体験を踏襲し,つぎのような明治の財政政策をおしすすめた。
維新政府が発足にあたって急務とした第一の政策は,政府財政の確立であっ
た。薩摩 ・長州 ・土佐 ・肥前の諸藩連合を基礎にして発足した新政府は,相つ
ぐ内戦の鎮圧,新機構の整備,軍事費の充実などますます増大する中央政府と
しての歳出と,旧来の御料三万石のほか,固有の歳入源をもたなかった歳入と
のあいだに大輻な財政赤字に追いこまれた。そこで政府の最初の財政政策が,
三都をはじめとする都市大商人への 「御用金調達」政策であった,政府は1867
(慶応3)年12月に財政担当機関として・「金穀出納所」を設置した(1868(慶応
4)年4月に 「会計官」と改称し,1869(明治2)年に大蔵省となる)。これによって
まず,在京の三井 ・小野 ・島田組の三大商家を為替方に任命し,それぞれ1,000
両の 「御用金」の献金をおこなわせた。さらに政府は,翌年1月に 「会計基立
金」300万両の募債を京阪の前期的資本鴻池などに求めた。2月 には,こ れら
の募債に応じた鴻池以下15名の前期的資本を 「会計事務裁判所御用掛」に任命
するとともに,兵庫 ・堺 ・伊丹などの周辺都市商人にも 「会計基立金」の募債
に応ずるよう強 くはたらきかけている(1Lこれら前期的資本にとって 「会計基
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立金」は,江戸時代の 「冥加金」・「運上金」などの御用金とは異なり,地租を
もって引当てどした内国債ではあるが,それは一種の政治的献金であり,しか
も応募者の自主的な献金というよりも,むしろ強権的に調達されたようである。
「三井家奉公履歴」 の史料による本庄栄治郎の研究によれば 「金穀出納所は1
月21日三井組以下金穀御用の商人を召し,近畿における富豪の姓名を質したが,
翌日,.京都拝近在荒増名前書1冊,大 阪荒増名前書附摂州1冊,江 州荒増名前
書附勢州1冊の3冊の名簿が奉呈され,新政府は之に基いて京阪商人百数十名
を1月29目京都二条城に召集し,会計基立金300万両の募債を達した」とある{2)。
したがって,前期的資本にとって御用金は政治的献金であり,旧幕藩体制下の
特権的御用商人層の新政権への参加を意味する募債である。とりわけ,三井 ・
小野'島田の御為替第三組と鴻池をはじめとした三都の御用達商人の基立金の
募債に果たした役割は大きく,それゆえに三都商人の新政府への特殊な関係を
第1表 会計基立金応募者別集計表
1(,扮数1悲募藷1念募紮/合 計 1講當 「砂率
両 両 両 両 %
御為替方三組 3 179,000150,000329,000109,66611.5
御用達商人 57 396,500230,000626,50010,99122.0
言 焚 株 仲 間 1滉102,274 0 102,274 519 3.6
個 人 3,4501,055,1210. 1,055,121 305 36.9
町
町 中 48 8,660 0 8,660 180 0.3
商人
当隅 』4764
65,500
8,528
189,369
0
0
0
65,500
8,528
189,369
8,187
2,132
247
2.3
0.3
6.6
商 人 265110,645 0 110,645 417 3.9
(小 計) (2495597) (87.4)
農 民 1,084297,860 0 297,860 27410.4
個 人 23 4,530 500 5,030 218 0.2
口
其他 寺 社 4 17,000 0 17,000 4,250 0.6
口
府 県 2 39,904 0 39,90419,9521.4
人
合 、 計 5,654
25忌
2.474891380,5002,855,391 100.0
註)L「 会計官調達金元帳」原典。2・ 中井信彦 「商人地主の諸問題」238ペー ジ より引用。
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将来に期待 したのである。 中井信 彦氏の左記の第1表 「会計基立金応募者別集
計表」に よれば,総 計285万5,000両の会計基立 金応募額の うち,さ きの三都 の
旧御用商人 の占め る割合は74.3%で,これに堺 ・長浜 ・彦根 ・松阪な どの地方
都市 の商人分9.2%を加え ると都市商人の応募額が実 に83.5%を占めてい る。
これに対 して農村在住 の商人は3.9%,村役人を含む農民の応募額 が10.4%,
その他寺社な どが2.3%とな ってい る(3}。この三都商人や地方 都市商人の旧御為
替方 ・御用達商人 ・株仲間な どの会計基立金への動員は,旧 特権的御用 商人 か
ら政商資本 への転化 の道を新たに開 くことにな った といえる。
これ らの新 しい 日本型前期的資本 の動向が参与 由利公正 の第2の 建議案 「太
政官札」 の発行 とこれに ともな う 「商法司」お よび 「商法会所」の開設に よっ
て,新 たな局面をむかえ ることに なる。建議者 由利公 正は,か つて安政年間に
越前藩においてお こなわれ財政改革 で成功 をみ た資金創出の方法を踏 襲し,大
量の政府紙幣を商人資本 の信用 を媒介 として資金化 し,物 産の開発資金創出 と
政府財政 の確立 をはかろ うとしたのであ る。 政府は,1868(慶応4)年4月19
日 「太政官 札(金札)」発行を布告 し,由利財 政の経験を踏 まえて 「一時之権法」
として,全 国の石高3,000万両め発 行を計画 し,こ れ を列藩 の石高に応 じて1
万石につ き1万 両の割合で貸 し付け,こ れ を 「富国之基礎」をつ くる物産開発
に用 い させ,13年間に回収 しよ うとしたのであ る。 この明治政府 の最初 の政府
紙幣は,「御用 引換は一切無之候事」 を明示 した不換紙幣であ りω,そ の発行
総額 はつ ぎの第2表 で示す よ うに約
4,800万両にのぼ った。
この4,800万両 の太政官札は,商
法司(1868年4月25日京都両替町に設
置)と 大阪商法会所(同 年5月設置)・
江戸商法会所(同 年9月設置)と を通
じて,諸 藩お よび前期的資本 に産業
資金 として貸 し付けた。 いわゆる,
これが各藩へ石 高に応 じて1万 石に
第2表 太政官札の種類および発行額
'
種 司 金 額 1牌
両 分 朱 %
10両札 20,332,890o 0 42
5両札 5,969,6850 0 13
1両札 15,485,7980 0 32
1分札 5,161,2961 0 11
1朱札 1,050,3303 0 2
計 1・凡・・⑭ ・・1 1 11・・
備考:『明治前期財政経済史料集成』第13巻
160ページより引用。
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第3表 金 札 配 給 月 表
年 月 府県 藩 藩預所 旗本 商法会所 会計官出納司
高山
県銅
買入
越前藩
生糸貿
入
計
明元5
千両 両
150,000
千両 両 千両
1,920
両分 朱
12,087.2.0
千両 千両 両 分朱
2,082,087.2.0
6 i,035,5001,500860 3,000 5 1,905,000
7 543,500 208,200 751,700
8 636,500 8501,048,000 2,534,500
9 95
●
427,000 4603,940,000 1305,052,000
10 3801,896,200 1,390349,800 1004,116,000
11 1001,513,50075 350 688,500 2,727,000
12 4001,738,0001 7301,987,102.1.1 4,865,102.1.1
2.1 1501,023,50042 304,500 1,520,000
2 119 550,000 4,306,400 4,975,400
3 130 62,00012 1,609,114.1.3 L813,五14.1.3
4 160 80,000 3,773,000 3,963,000
5 (不明 ノ分) 3,540,000 3,540,000
6 50 4,000 1,700,000 L754,000
7 6,401,095.3.0 6,401,095.3.0
,計 輌 ・…9・7・・1 3glL5・・16,56029,870,80015123048,000,000
備考:1)沢田章 『明治財政の基礎的研究』120-21ページより引用。
2)山本弘文右端計欄を補充,「初期殖産政策の展開」11ページ。
つ き1万 両の割合 で貸 し付け る 「石 高貸」 であ り,京 摂地帯 の商人に商法会所
を通 じて貸 し付けた 「勧業貸」 であ る。 この貸 し付け方法は,か つて幕 藩体制
の もとで国産奨励政 策 として,産 業資金 として藩札 を貸 し付け て国産 を奨励 し,
藩がそれを物産会所 を通 じて独 占的に購買 し,こ れ を領外に販売 して正貨を獲
得す るとい う藩営商業 方式の明治版 である。
ここで,具 体的に この金札が どの藩主にい くら貸 し付け られ たかを,沢 田章
『明治財政の基 礎的研究』に依拠 しなが ら見 ることにす る。沢 田氏は金札4,800
万両の配給状態 を上記第3表 の よ うな月表に整理 された。
沢 田氏は表 中の うち 「殖産興業資金」 として貸 し付けされた金札は,石 高に
応 じて貸 し付け した列藩960万9,700両,諸藩預所13万9,000両,旗本最上駿河守
1,500両の合計1,133万4,200両と,諸 商売のために京 ・大阪商法会所 を通 じて
貸与 した金札,656万両の二 口総計1,789万4,200両であ り,他 の会計官出納 司
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2,987万800両,高山県銅買入5,000両,越前藩生糸買入23万両に貸 し付け され
た金札合計3,010万5,800両は。 「財 政窮乏,軍 事不賀」 の補墳に流用 され た額
であ る と説明され てい る{5}。この研究で も明らかな よ うに,多額の太政官札=金
札が戊辰戦勲 遂徹 どの直接軍轄 や財嚇 字の願 費岐 出さμ 当初の、
「興産紙幣」発行の趣旨は果たされなかった。その結果,金札の信用は失われ,
流通困難をきわめその価値は下落した。もともと,太政官札は,その発行主体
となった当時の明治政府の財政力の弱さ,信用力の乏しい側面を商人資本の信
用によって補 うことを意図として発行されたものである。:商法司および商法会:
所の設置にともなう都市大商人資本の動員がこれである。政府は1868(明治元)
年閏4月25日に4月19日の金札発行の布告につづいて,国内商業の振興を図る
目的をもって会計官中に 「商法司」をおき,本司を京都に,支署を大阪および
江戸に設け,そして5月に大阪,9月 には江戸にそれぞれ商法会所を設置して,
三井 ・小野 ・島田組など旧為替方および御用掛商人を,商法司知事 ・判事など
商法会所の元締に任命した。商法会所は5月30日に(1)各種商業の取締り,(2)
商人の連携と発展とを意図した株仲聞の再編成,(3)商業資金として太政官札 ・
の貸し付けを行なうとの 「商法大意」を布達した。その意図は商法会所を旧諸
藩の物産方制度に踏襲させて,その構成する三都の前期的資本の信用を媒介に
して地方商人に大量の政府紙幣=太政官札を貸し付け,政府の不換紙幣の円滑
な流通と商業資金の貸し付けを通して商業や殖産興業の振興をはかるとい う二
つの目的をもっていた。
しかし,こ うした明治政府の企ても,.当時のつぎのような諸事情によって大
きく外れてしまった。その要因の第一は,多額の太政官札が 「興産紙幣」とし
て運用されず,財政資金として費消されたこと,第二に,政府の全国的統一支
配権が未確立で信用力が乏しかったこと,第三は,これを補強すべき三都の前
期的資本の信用大系が三都に限定され,全国的にいまだ収束されていなかった
こと,第四に,13力年という流通期限が不安定で長期であったこと。これらの
要因が,金札の信用をそこない,そ の流通を困難にし;その価値を下落させた。
正貨との交換比率は,.流通事情のもっともよかった三都においてもいちじるし
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く悪 く,大阪両替商人の記憶書に よれ ば正貨100両に対 し,7月 が金札115両,
8月が125両,10月が149両と記録 され ている{6)。この国内流通 も困難であ る不
i換紙幣 ・太政官札は,関 税 自主権を確立 しえぬ外国貿易におい ては まった く無
力 であ り,大 阪 ・兵庫 ・横浜な どの開港場 では,太 政官札を入手 した外国商人
たちが正貨 との免換や太政官札での関税納入を求め る外交的問題に まで発 展 し
た。 このため政府は,1868(明治元)年6月,9月,10月 の3回 にわた り,太
政 官札の平価 流通や租税の金札での上納を厳 命す る布告を発 したが,そ の効果
は な く,か え って外国公使か ら改善を求め る強硬 な抗議を うけた。
このよ うな事情を背景に政府は,そ の通 貨政策 の転換をはか り,1868年12月
に太政官札の時価通用を公認 し,租 税そ の他上 納の交換率 を,正 貨100両につ
き金札120両とし,翌69年(明治2)年2月 には,太 政官札発 行責任者由利公正
を会計官 か ら退任 させ,さ らに3月 には商法 司を も廃止 した。 由利財政に よる
殖産興業政策 は金札貸付策に成果をあげるこ とがで きず,商 法 司政策 も株仲間
の再編におわ って新 しい流通機構を政府 が掌握す ることがで きず,三 井 ・小野
組な どの政府の協力を通 じての政 商発展 の基礎だけを残 して挫折 した。
(1}沢田章 『明治財政の基礎的研究』1966年復刻,柏 書房,37-40頁。
{2)本庄栄 治郎 「明治初年の御用金」366-7頁。(r明治維新経済史研究』1930年,改造
社,所 収)
{3)中井信彦 「商人地主の諸問題」238-40頁。(歴史学 研究会編 『明治維新 と地主制』
1943年,岩波書店,所 収)
(4)大蔵 省明治財政史編纂会 『明治財政史』第12巻,9頁。
(5)沢田章 「前掲書」121-2頁。
(6)同上,209頁。
3.大 隈財政期の殖産興業政策と政商資本
由利財政挫折の後を引き継いだのが;佐賀藩出身で外国官副知事である大隈
重信であった。かれは明治政府発足後の1868(慶応4)年3月参与 ・外国事務
局判事となり,12月に同副知事となって,贋悪貨の引換問題や太政官札問題を
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めぐる外国公使団との紛争処理にあたった。成立期の外交交渉は多くの財政経
済問題と密接な関連をもち,かれは由利財政に対し,外交部門を担当する木戸
孝允 ・伊藤博文 ・後藤象二郎などと強い不満をいだき,しばしば強硬な意見を
上申していた。これら大隈を中心とした外交知識と財政知識を備えた官僚群が
由利財政の立場を否定するかたちで内政 ・財政中枢に進出した。いわゆる 「開
明派」と呼ばれる官僚群の結集である。大隈は外国官副知事の在職のまま,会
計官副知事を兼務し,さ らに1868(明治2)年8月には大蔵省と民部省との組
織を独立したまま統合 ・合併させ,みずから大蔵大輔と民部大輔を兼任し,太
政官機構の実権を掌握した。その結果,中央 ・地方の行財政をはじめ,勧業 ・
貿易 ・土木 ・交通 ・通信などの広い行政権限が大蔵 ・民部両省に集中し,これ
を背景に大隈の財政 ・殖産興業政策がすすめられる。
初期の大隈財政の課題は,対外貿易を中央管理し,幣制の統一と金融機構を
整備し,さらに三都特権商人を組織化して国内商品流通機構を整えて,これら
の統一整備された目本の経済制度を列国に示し対外交政策をすすめることにあ
った。その具体的政策として大隈財政は由利財政下の勧商的商法司政策を継承
・拡大して 「通商司」を設置t,そ のもとに半官半民の為替会社 ・通商会社を
設立する政策をとった。通商司は1869(明治2)年2月外国官中に,外 国貿易
の管理 ・諸藩物産の流通掌握する機関として創設された。その業務として6月
には物価平均流通を計る両替屋を設ける,金銀貨幣の流通を図り相場を統制す
る,開港地貿易輸出入を図り諸物品売買を指揮する,回漕を司る,諸商職株を
改正して諸商社を設立する,商税を監督し,諸請負の法をたてる権限をもち,
さらに,諸藩にたいしては,同月藩営商業の禁止,諸開港場における藩営商会
の廃止を命じ,12月には藩札整理,藩 の紙幣発行を布達するなど広い業務と権
限をもっていたω。
こうして通商司は,本司を東京に,支司を各開港場におき,その管理下に通
商会社と為替会社を設立し,全国の商業 ・金融の統制を計った〇三都に設けら
れた通商会社は,それまで三都 ・諸開港場に開設されていた諸藩の商会所を廃
止して,通商の 「大元会社」として,諸地方の商社をつぎのように統括し,商
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品委託販売の斡 旋 と為替会社の資金融通の仲介な どの業務を行 な った。 「大 元
会社」の管轄範囲は,東 京が横浜 ・浦賀 ・新潟 ・石之巻 ・酒 田 ・清水 ・箱館,
西京が大津 ・伊勢 ・敦賀 ・伏見 ・三崎,大 阪が神戸 ・堺 ・下之関 ・長崎 ・西国
之地一 ケ所 とな ってい る②。 通商 司は会計官の管轄に属 し設 置時の会計官判事
として伊藤 俊介(博 文)・井上聞多(馨)・山口範造(尚 芳)・五代才助(友 厚)な
どが名 を連ねてお り,そ の主要 な権限は伊藤 ・井上 の両人に委任 されていた も
の とみ られ てい る(3)。かれ らは通商司設置 と同時に,三 井八郎右衛門に貿易商
社 を東京に設立す るよ う勧告 し,5月 に三井 八郎右衛門を総頭取 として 田中次
郎左衛 門 ・榎本六兵衛 ・奥三郎兵衛 ・松沢孫八 な ど府 内10名の商人を頭取 とし
て東京 貿易商社(通 商会社)を 設立 させたω。 この商社 は合資結社 として 出発 し
たが,こ れ に参加す る商人は少な く,通 商司の役人杉浦武三郎な どに よる商人
への説 諭 ・脅迫に よって強制加入 させ られ る有様で,難 産 の結果の創立 であ っ
た と東京商社始末方書類な どに記録 され てい る⑤。
為替会社 は,通 商会社への資金供給機関 として,1869(明治2)年6月 から
年末に かけ て,通 商会社 の設立 と同じよ うに政府の強 い勧奨を受け なが ら,三
都の特権的大商人を中心 に東京 ・西京 ・大阪 ・横浜 ・神戸 ・大津 ・新潟 ・敦賀
に設立 された。 東京為替会社は,総 頭取に三井八郎右衛門 ・同三郎助 ・同治郎
右衛門 ・同元之助 ・島 田八郎左衛 門 ・小野善助 ・田中治郎左衛門 ・小津清左衛
門 ・下村庄太郎 の八名が任命 され,身 元金37万両の うち,三 井組が15.7%,小
野組14.2%,島田組9.5%を出資 してい る。 大阪為替会社は総頭取に山中善右
衛 ・広岡久右衛門 ・長 田作兵衛 ・殿村平右衛 門 ・石崎喜兵衛 ・中原庄兵衛 ・三
井元之助(代 勤加藤清右衛門)・島 田八郎左衛 門(代勤高木源助)・小野善助(代 勤
武岡久七)の9名 が任命 され,身 元金19万7,800両の うち,三 井組が15.2%,小
野組10.1%,島田組10.1%を出資 してい る(6)。その業務は洋銀 ・古金銀の売買,
両替 ・預金 ・紙幣発行 ・貸出な どで,と くに発券 と商人 ・商社貸付業務を中心
におかれ ていた。 した がって,為 替会社 の設立後,貿 易会社 な どが この貸付業
務に対応す るために,株 式会社組織に変化 している。東京貿易会社では1869年
7月に三井八郎 右衛門 ・同治郎 右衛門 ・島田八郎左衛門 ・小野善助 を商社総頭
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取に,御用筋総取締役に三野村利左衛門 ・三井三郎助 ・西村勘六などを任命し,
株式会社を組織して翌年7月には東京開商会社,12月に東京商社と改名し営業
範囲を拡大した。
この通商司のもとでの通商 ・為替会社の設立は,横浜為替会社をのぞいて政
府の予期した成果をあげることができなかった。その理由を菅野和太郎氏は
『明治維新経済史研究』のなかで 「政府の干渉が甚だしかったこと」と 「会社経
営老に其の適材のなかったこと」{?}をあげ,また山本弘文氏は,r日本経済政策 ・
史論』のなかで 「両社の組織や性格が旧株仲間組織ないし産物会所の延長にす
ぎず,変貌する市場状況や海外貿易の発展に耐ええなかった」こと,さらに「そ
の設立の経緯がしめすように,公私の区分も不分明であった」〔8)ことなどを営
業不振の要因としてあげていられる。いずれにしても,両社は廃藩直前の1871
(明治4)年7月通商司が各省の機構改革によって廃止されたのを契機に衰退に
向かい,東 京為替会社では多額の未回収貸金などによって39万496円の損失を
だし,東京商社も身元金13万7,000円に対して60万9,800円余の損失を計上する
など経営難に陥り,通商司の廃止とともに解散した(9)。もう一つ,通商司政策
と運命をともにしたのが回漕会社である。回漕会社は通商司管轄下の回漕業務
を担当する半官半民組織であって,従来の菱垣回船の取 り扱った物品輸送を行
なった。政府は三井組をはじめ回船問屋(3軒),定飛脚問屋(4軒),運送問屋
(4軒)など商人資本を通商司に召集し,政府所有船および諸藩の委託船を貸し
付けし回漕業務を命じた。この回漕会社は1870(明治3)年1月に設立され,通
商司に隷属して米穀輸送をはじめ,綿布 ・茶などを回漕業務とし,その航路は
横浜 ・伊勢間および東京 ・横浜間と大阪 ・神戸間を定期航路として業務を営ん
だ。この貢米輸送業務は地租改正前における米納段階では貢米販売とからみ後
述するように三井組のみならず,旧来の特権的商人の注目するところであった。
三井組は回漕会所を設立して米穀輸送を主とした回漕業務を営み,翌年回漕会
社と改称し,貢米販売と合せて三井組の利潤の蓄積基盤とした。大阪の特権商
人鴻池善右衛門・高木久三郎 ・島田八郎右衛門なども,後藤象二郎 ・吹田四郎
兵衛 ・小野善助とともに蓬莱社を組織し,本店を東京木挽町,支店を大阪・秋田
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におき,府県方ならび1こ貢米荷為替・両替 ・貸付金 ・預金などの諸業務を営ん
でいる。蓬莱社の設立した1870(明治3)年2月には通商司の勧奨のもと,三
井組を中心とした東京開商会社と旧仙台藩の特権商人が石ノ巻商社(11月に三
陸商社と改称)を設立し,貢米輸送や貢米荷為替など貢米にかかわる業務を行
なっている。これら回漕会社も,1871(明治4)年の通商司の廃止にともない
閉店に追いこまれたが,米穀輸送をめ ぐる外商(アメリカ太平洋汽船会社)と内商
との抗争という事態が発生し,政府は東京為替会社を申心とした吹田四郎兵衛
・永田甚七 ・高橋長右衛門 ・岩橋万造などに回漕取扱所を設立させて,潰滅し
た回漕会社の用船と業務を継承させた⑩。 これが廃藩置県後に日本郵便蒸気船
会社と改称し,吹田四郎兵衛を中心とした三井組に貢米輸送など回漕業務の独
占的保護政策へと進展するが,通商司のもとでの通商 ・為替 ・回漕の各会社は
営業不振で東京為替会社を例外として閉店した。1
このことは大隈財政の流通政策の事実上の失敗を意味するものであった。し
かし,旧株仲間の特権的商人を動員した半官半民会社は企業としては失敗した
が廃藩置県後の政策の修正のなかで,これら商人たちは新たな政府の特権授与
と助成策のなかで 「政商資本」へ移行することになる。したがって,政府の流
通政策に動員された商人資本は国家との癒着が図られ,新 しい段階への布石と
して,決して無駄な投資ではなかったといえるのである。
つぎに,大隈財政のすすめた民部省 ・工部省を中心とした殖産興業政策をみ
なけれぽならない。大隈は先述した大蔵 ・民部両省を統合して,勧業 ・貿易 ・
土木 ・交通 ・通信 ・鉱山司などの行政機能を集中し,さ らに1870(明治3)年
10月には大久保などとの政府官僚の対立のなかで 「工部省」を設置し,鉱山 ・
製鉄 ・鉄道 ・通信などの官営事業の育成 ・拡充政策を図った。政府直営事業=
官営工業政策(王有主義)は商人資本の動員した流通 ・財政政策とならんで明
治初期の殖産興業政策の特徴とい うことができる。
官営政策は,直接軍事工業をはじめ,鉱 山 ・鉄道 ・造船 ・製鉄などの重工業,
さらに郵便 ・通信 ・化学 ・繊維工業や農業 ・牧畜にいたるまで国家資本による
政府専有 ・官営事業としてすすめられた。
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最初の官営軍事工業政策 として政府 は,旧 幕府 お よび諸藩に設立 されていた
洋式軍事工場 ・造船所 な どを接収 して,こ れを官営の軍需 工場 とした。 その代
表的な もの として,1862(文久2)年 幕府 が創設 した 「関 口大砲製作所」 を1868
(明治元)年 官収 して 「東京砲兵工廠」 としたのを は じめ,1870(明治3)年 に
は幕府 の1861(文久元)年 創設 「長崎製鉄所」 を官収 し,そ の 機械を大阪城 内
に移 して 「大 阪砲兵工廠」 を設立 した。 また,水戸 藩の 「石川島造船所」(1853,
嘉永6年創設)や幕府 の 「横須賀製鉄所」(1865,慶応元年創設)を官収 して 「海軍
造兵廠」 や 「海軍工廠」 を設立 し,さ らに,軍 備の近代化 のために幕府 の購入
した機 械で板橋,目 黒な どに 「火薬製造所」を設立 した。 その他,幕 府 の 「長
崎 ・兵庫造船所」,佐賀藩の 「反射炉」,鹿児島藩の 「集成 館」 などがあ る。 こ
れ らの幕 藩兵器工場 を業務集 中す るため,1868年に政府 は 「兵器司」 を設 置 し,
1870(明治3)年 「工部省」が設置 され るまで政府直 営工業 として 「富国強兵」
政策の中枢 事業 として管理 され ていた。 軍事工業 の移管を うけた 「工部省」は
民部省の所管 であ った鉱山 ・製鉄 ・鉄道 ・灯明台 ・伝信機 の5部 門の事業を管
掌 として発足 した。大隈 ・伊藤 らを中心に 「百工勧奨 の ことを掌 る」 ことを 目
的に設置 された工部省は,軍 事関連産業 ・根幹産業 の創設 ・管理,い わ ゆ る
「富国強兵」を基 軸 とした殖産興業政策の遂行 の中枢 部署であ った。
軍事関連産業 の基礎 とな る鉱山は,ま ず旧幕 藩時代 の鉱 山の官収には じま り,
金 ・銀 ・銅鉱を中心にその鉱 山資源 の再調査 と開採 を会計官鉱山司の もとです
すめ られ た。政府は外国鉱山技師を雇 い,か れ らを生野 ・伊豆 ・佐渡な ど旧幕
府鉱山をは じめ全国 の諸鉱山に派遣 して金 ・銀 資源 の調査を させ,ま た,工 部
省設置後は,石 炭 ・鉄な どの探索 ・開採 も積極的にお こなわせた。 これ ら鉱 山
の開坑事業は現地住民の慣習的採堀権を排除 した鉱 山資源 の 「政府専有=王 有
主義」政策に よってすすめ られたω。 当時官収 された主要 な鉱 山は,生 野(兵庫
県,銀)・佐渡(新 潟県,金銀)・三池(福 岡県,石炭)・高島(長崎県,石炭)・阿仁
(秋田県,銅)・院内(秋 田県,銀)・釜石(岩 手県,鉄)・小坂(秋 田県,銀)・ 中小
坂(群 馬県,鉄)・小坂(秋 田県,銀)・大葛(秋 田県,金 ・銀 ・銅)・十輪 田(秋 田
県,銀 ・鉛)・幌 内(北海道,石炭)な どであ り,金 ・銀は 国内生産の60%以上,
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銅 と石炭 は10%を占めた。1872(明治5)年には 「鉱山心得 書」 を公布 して,す
べて の鉱物の政府所有,政 府 の独 占的開採権 ならびに各地 の私坑を政府 の請負
事業 とす ることを宜言 し,さ らに鉱山を外 国人 に譲渡す ることを禁 じた⑫。 そ
の うえ,1873(明治6)年 に 「日本坑法」 を施 行し,鉱 山 の 王有制 ・政府専有
制 を拡張 ・整備 した。 こ うした明治前期の政府 の鉱山経営は,輸 出用 の金 ・銅
・石炭を政府 が独 占的 に支配す るこ とと貨幣材料獲得 ・軍需生産の基礎 資材を
政府 の手 に確保す ることが中心 であ り,そ の経 営は囚人労働や蛸部屋な どの古
い労働慣行 を残 し,一一方 で外 国人技師を招いて近代的技術 の導入 を図るな ど,
日本的合理化政策を とった。 この鉱 山政策で注 目すべ き ことは住友の広瀬 宰平
が政府 の要請 で民部省鉱山司 ・工部省鉱山寮に出仕 し,フ ランス技師 コワニー
(FrancoisCoignet)と共に鉱山経営 の近 代化に務め,鉱 山官僚 との関係を深め,
政府 と住友 との太い基盤を築いた ことである⑬。
鉱山 とな らんで工部省 の重要 な事業は鉄道建設であ った。 明治政府は,1870
(明治3)年 イギ リス公使 パー クスの助言に よって官営に よる鉄道建設 を計 画し,
イギ リス東 洋銀行を通 じて海関税取 入 と鉄道収益を抵 当に した9分 利付外貨公
債100万ポン ドを募集 して建設資金に充当 し,新 橋 ・横浜間鉄道建設に着手 し
た。 これが1872(明治5)年 に完成 し,つ づいて1874(明治7)年 には大阪 ・神
戸 間が開通 し,貿 易の重要 開港場 と政治 ・経済 の中心都市が結合 し,つ づいて
大阪 ・京都 と開通 し,「東西両京の連結」の第一歩 が踏みだ された。 この工部省
の鉄道建設計画は開港場 と中心都市の結合 とい う内外市場開拓を意図 とした経
済 的 目的 と 「非常緩 急之 節戒厳 出兵 」 とい う軍事的 ・警察的 目的を もった 「新
政府権 力を確立す るための東西両京 の連結 とい う発想」⑭ に よって決定 された。
も う一つ の特徴は,大 阪 ・京都 間の鉄道建設資金に三井 ・島 田 ・小野な どの政
商資金が流用 されたが,そ れは建設 ・経 営を民間にゆだね ることではな く,京
都府の外債 に よらない建設 とい う主張 を認めた ものであ って,官 営主義が貫か
れてい るのである⑮。 東西両京の連 結=東 海道線全通は後述す る中期内務省殖
産興業政策段階に よる交通政策の海運業へ の変更に よっ て 大 幅 に 遅 れ,1889
(明治22)年に開通す ることとな る。
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鉄道建設と同じ政策意図で工部省が施工した事業に東京 ・大阪間の電信 ・郵
便事業がある。郵便は民部省の事業で,電信の架設は工部省の事業であった。
1871(明治4)年3月既存の民間飛脚問屋の営業を停止させて東京一大阪間に
官営郵便制度を実施した。翌72年7月には全国にこの新しい官営郵便制度を広
げた。電信は1869(明治2)年に横浜伝信局 と築地の東京伝信局と公衆通信が
はじめて実施され,翌70年8月には大阪一神戸間が開通した。引続き,71年か
ら73年にかけて東京一長崎間が架設され,さ らに東京一青森間と函館一札幌間
も竣工され,全 国の電信網が完成された。
当時の工部省中心の官営事業のほかに,大蔵省の管掌ですすめられた殖産興
業政策がある。これは大蔵省勧業司のもとで繊維工業をはじめ,農業 ・牧畜な
どを官営模範繊維工場 ・官営模範農業施設として設立された。
日本最初の機械製糸工場 「前橋製糸所」は1870(明治3>年に前橋藩に よっ
て創設されたが,1871(明治4)年政府は開港以来生糸輸出のための製糸業の
近代化を目ざして,フランス人技師を招聰し,フランスの製糸機械を購入して
群馬県富岡に官営模範製糸工場を設立した。それは当時の最尖端をゆく蒸気力
による100人繰の機械をはじめ㌧社宅や女工寄宿舎も付置された近代的工場で
あった。ここではとくに全国から士族を中心として約150人の女子をいれ て製
糸技術を伝習させ,後に全国各地に派遣して技術指導をおこなわせる伝習工制
度を採用したことは注目される。そののち製糸にともなう屑糸紡績所の設立と
模範工場が全国的に設けられていった。
大蔵省勧業司(寮)ですすめられた 「農事勧奨」政策は,「輸入防遇」の問題
とも関係し,政府の重要な施策として,1871(明治4)年10月出発 した岩倉遣
外使節団の欧米巡回視察の重要課題の一つに取上げられている。使節団は,ア
メリカ・イギリスの 「勧農寮」(AgriculturalHole)をはじめ,欧米10力国の農 ・
果樹園,農業博物館,農業展覧会から農産の実況まで詳細な視察をおこなって
いる⑯。これらの海外諸国の農牧業観i察体験をもとに,1872(明治5)年官営農…
業技術指導模範施設として 「内藤新宿試験場」をつくった。これら農業 ・繊維
工業部門の勧業寮のもとでの施策は緒についたばかりで本格的に展開されるの
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はつぎの内務省の勧業政策の時期に入ってからである。しかし,この大蔵省勧
業寮のもとですすめられた富岡製糸所 ・内藤農事試場の設置は,大隈 ・伊藤の
工部省を中心とした殖産興業政策の修正と各省の行政権限をめぐる政府官僚間
の抗争を意味した。
明治政府は1871(明治4)年7月の 「廃藩置県」によって,新 しい富強策と
官制改革による集権体制の確立に迫られ,まず薩長土肥4藩 の均衡内閣(西郷
隆盛・木戸孝允・板垣退助・大隈重信の4参議)を成立させ,内政の中枢である大
蔵省は,大蔵卿大久保利通 ・大蔵大輔井上馨 ・大蔵少輔吉田清成 ・三等出仕渋
沢栄一を任命した。この中央官庁の機構改革によって,大隈は大蔵省から追わ
れ,殖産興業政策遂行の諸権限を失った。大隈財政期の政策の成果を振 り返る
と,財政基盤が定まらず,通商司による財政 ・流通政策には失敗したが,東京
一横浜間の鉄道敷設,電信の開設,灯台の設置をはじめ官営製鉄 ・鉱山政策な
どに,開明派官僚としての外国文明導入推進役を果たした業績は評価されると
ころであろう。また,政商資本とのかかわ りでは,通商 ・為替会社などの商人
資本の動員政策によって,政商資本としての政府権力への寄生基盤をつ くった
といえる。
(1)「通商 司規定」 明治2年6月24日 「太政官令達」(r明治前期財政経 済史料集成』第
3巻,259頁。 『明治財政史』第12巻,327二331頁)。
② 「為替会社 ・通商会社内部分ケ割方之事」(r日本金融史資料』第二 巻,付 録参照)。
(3)r世外候事歴 ・維新財政談」中 ・153頁。 菅野和太郎 「通商会社 ・為替会社」118頁
参照。(本庄栄治郎編r明 治維新経 済史研究』1930年,改造社,、所収)。
(4)同上127頁 参照。
(5}同上128頁 参照。
(6)同上130頁 。201頁。
{7)同上198頁 。
{8)山本弘文 「初期殖産政策 とその修正」16頁。(安藤良雄編r日 本経 済政策史論』上,
1973年東京大学出版会,所 収)。
(9}『明治前期財政経済史料集成』第13巻,363頁,396頁。
⑩ 回漕会社に関す る研究は,宮 本又次 「廻漕会社の興廃」(r魚澄先生古稀 記念論叢』
所収),652頁以下,お よび,加 藤幸三郎 「政商資本の形成」(『日本経済史大系』5,
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近代上,1965年,東大出版会所収)125～141頁を参照。
GD隅 谷三喜男r目 本石炭産業分析』1968年,岩波書店,104頁。
⑫ 同上,103-5頁参照。
⑬ 作道洋太郎編r住 友財閥史』1982年,日本経済新聞社,87頁。
04鉄 道省編r日 本鉄道史』上篇,1921年,116頁。
⑮ 田中時彦r明 治維新の政局 と鉄道建設』1969年,吉川弘文館,177頁。
銅
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農林省農務局r明 治前期勧農事蹟輯録』下巻,1975年(復刻)長 崎 出版,1631頁。
4.井 上財政期の殖産興業政策と政商資本
一
±隈財政の後を引き継いだのが井上馨である。1871(明治4)年11月に政府
の遣外使節団の一員として大久保大蔵卿が欧米視察へ出発すると,大蔵大輔の
井上馨が同省の実権を握った。大蔵省の実権を掌握した井上はつぎの三つの経
済政策を積極的におしすすめた,第一は幣制の統一(新貨条例)を前提 とした
金融機構(国立銀行)の整備,第二は地租改正を前提とした新徴税体制の確立,
第三は保護貿易を前提とした殖産興業政策の推進の三つのブルジョア化政策で
ある。
幣制の統一政策は,1871(明治4)年5.月新貨条例を公布 して貨幣制度を統
一し,安定した通貨の実現を目ざすことであった。そのため,井上財政は,特
権的政商三井などを動員し,地金銀回取や大蔵省正金免換証券と不換紙幣消却
策に協力させ,その見返 りに官金運用の利権(発行額の2割の自己運用を認可)を
あたえたω。この時三井は大蔵省に銀行創立願いと発券の願書を提出している②。
廃藩置県後三井だけでなく金融機関会社の開業を出願する旧為替会社の特権的
商人たちが多数あったが政府は旧為替会社制度の失敗と太政官札未整理のため
これを認めなかった。
当時の政府には二つの銀行案が構想されていた。その一つは伊藤博文の国立
銀行案であり,もう一つは吉田清成のイングラン ド銀行案である。アメリカ金融
制度を調査して帰国した伊藤は,金本位制採用と政府紙幣を国債に引換えその
国債を抵当に銀行券を発行するナショナル銀行(NationalBank)制度の設立を建
白した。これにたいし吉田案はイングラン ド銀行(TheGovernorandCompany
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0ftheBankofEngland)を模範 とした 中央銀行設立案 を建議 した。 さきの幣制
改革におけ る地金銀 の回収 ・新 旧貨幣交換のため の新貨幣為替方 ・三井家の任
命は この吉 田案に添 った もの といわれ てい る。井上はむ しろ この案に近 く三井
組銀行設立 を図 った。 しか し,伊 藤 のはげ しい反対 で設立は取消 され,政 府 は
国立銀行案の採用 を決定 し,つ いに1872(明治5)年11月国立銀行条 例 を 公布
した(3)。この条例 に よって設立 された 国立銀行はつ ぎの よ うな内容であ った。
(1)企業形態。5人 以上 の株主 で,株 式額面一株百 円,株 主 の権利は株数に
応じて平等で,頭 取,取 締役は株主 の選任に よる。
(2)発券方法。 資本金 の6割 は政府紙幣 で,そ れ で金札引換証書 を購入 して
大蔵省に預け入れ,こ れ と引換 に同額 の銀行券 を発 行 し,資 本金の4割 を正
貨で払込んで銀行券 の引換準備にあて る。銀行券は 日本 国中,正 金 と同じよ
うに通用が可能であるが,正 貨免換 の請求を拒絶す ることは できない。
(3)営業内容。為替 ・両替約定為替 ・荷為替 ・預 り金 ・引請貸借 ・抵 当貸 ・
貸借証書その他諸証券,お よび貨幣地金 の取 引を本務 とす る。ただ し1口 の
貸付金額は銀 行資本金の1割 を こえては ならない。 また銀行は商取引や生産
に従事す ることは許 されず,産 業会社 の株主 とな ることもで きない。
(4)資本金額。10万人以上の都 市では資本金50万円以上,10万人未満1万 人
以上 の地では資本金20万円以上,1万 人未満3,000人以上 の地 で は 資本金5
万 円 と定め られたω。
この国立銀行条例に よって設立 された銀行は三井 ・小野組 の共 同出資に よる
「第一国立銀行(東 京)」,横浜為替会社か ら転 じた 「第二 国立銀行(横 浜)」,新
潟 の大地主市 島家が 中心にな って設立 した 「第四国立銀行(新 潟)」,鹿児島 の
士族を設立主体 とした 「第五国立銀行(大 阪)」のわずか4行 にす ぎなか った 。
「第三 国立銀行」 は鴻池 を中心に出願 された が,株 主間の紛議 のた め 開業 され
ず に終わ った。
この井上 の国立銀行政策は 「政府発行紙幣 ノ消却方法 ト金融開通 トヲ兼 ネタ
ル」㈲ 銀行 として,第 一 に不換政府紙幣 の消却 を担 当させ る意 図を もって出発
した。 しか し,こ の構想は所期の成果 をおさめ ることが困難 であ った。 それは
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一方で不換政府紙幣を増発しながら,他方で昼換銀行券を発行すれぽ直ちに克
換請求に会い,免換銀行券の流通することは不可能であった。その結果,政府
の不換紙幣の増発によって,逆に幣価下落を招来し,合せて金の海外流出など
で党換券は銀行に逆流し,通貨見換制による不換紙幣消却は実現せずその政策
は失敗に終わった。
それにも'かわらず,特権的商人や地主などによって出資された国立銀行資
本は為替方御用の特典をあたえられ,貢租米あるいは官金回送にともない,米
の地域的価格差を利用し,商業利潤をうるとともに無利子の官公預金を一定期
間自己の計算において運用することができる特典をもった。とりわけ,三井 ・
小野組の第一国立銀行は,大蔵省為替方の廃止によって同省の官金出納が同銀
行に移され,そのうえ,その他の官庁や府県の為替方の既得権を両組が掌握し
ていた(6)。ここに井上の国立銀行政策における政商資本との関係の一端をみる
ことができるだろう。
これについですすめられた井上財政の税制改革は,不換紙幣消却政策の失敗
などによって痴甲家資本の源泉として 「租税」問題が改めて政府の重要な課題
とな った。 ・、
大蔵 省の税法改革構想は,内 国税改革 と海関税 改革 の二つの部面 からな って
お り,内 国税部面では地租改正・物品税・印紙税・専 売特許税新設・海関税部
面は輸出物品の軽税と輸入物品の重税を基本として1871(明治4)年9月に租
税権頭若山儀一によって作成されている。この税法改正の基本的問題は地租改
正であり,1870(明治3)年に神田孝平によって 「田租改革建議」が既に提出
されており,翌年の廃藩置県を機に,71年9月大蔵卿大久保と大蔵大輔井上の
連名で神田構想と同一案が正院に提出された。
神田の地租改正の骨子は土地売買を解禁して売買地価を申告させ 「地券」を
交付して金納課税する構想であって,これを井上が支持し,1871(明治4)年
9月 「田畑勝手作」を許可し,翌72(明治5)年2月には 「土地永代売買」の解
禁,さ らに同年8月に農民の 「職業の自由」を許可するなど旧来の経済外強制
の諸制度を撤廃した。同じ年の4月に,大蔵省租税頭陸奥宗光が 「田租改正建
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議」に新しい 「収益地価方式」を提唱し,これが神田の 「地券方式」とともに
地租改正法の骨子となった。
1873(明治6)年7月減租を求める農民一撲の高揚を背景に 「地租改正条例」
が太政官より布告された。この条例の基本的内容は,(1)土地調査によって地
券を交付すること,(2)算定地価の100分の3を地租とし,豊 凶によって増減
しないこと,(3)地租は金納とする,の三点である。
まず第一の 「地券」は,納税義務をもつ土地所有権者を確認することを目的
として交付された。この地券はまず 「土地永代売買の自由」を背景に土地の売
買譲渡に際して発行され,さ らに旧封建的土地所有地と封建的貢租負担保有地
との土地所有者の確認へと拡大された。
その結果,地券による土地所有者の確認によって,つ ぎの三つの主要な土地
所有の形態が生まれた。その第一は 「国家的土地所有」である。この土地所有
形態は,旧幕藩所有の山林原野 ・農民共同利用地 ・所有区分不明地を政府が官
収して国家所有とした土地である。この国家的土地所有の形成によって,その
優良地が御料地として天皇制の経済的基礎となり,(1890(明治23)年の史料では
国土の6%,2,140万1,000町歩が御料地となっている)他面,農民は共同利用地を官
収されて経済を圧迫された。いわゆる,これが本源的蓄積過程における農民的
土地収奪の日本的形態であり,入会地騒動である。
第二は 「地主的土地所有」である。地券が地主に交付されることによって,,
旧幕藩時代認められなかった地主的土地所有が合法的に確認され,一方で耕作
農民の現実的な永続的土地保有は否定された。地券の交付を通じて質地慣行や
永小作慣行における小作人の権利が奪われ,新たな地主小作関係が合法化され
て,商人 ・高利貸などの寄生地主的土地集中がすすんだ。その結果,農産物の
商品化は地主経済のもとで展開され,地租の金納化と現物小作料との関係から
地主の地租納税の比重が相対的に低下し有利な租税体系となった。地主は高額
地租を高率の現物小作料に転化し,米価の上昇によって富を集積し,土地の一
層のi集中を可能にした。いわゆる,農民層の日本的分化 ・分解を寄生地主的土
地所有制としてすすめたのである。
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第三は 「農民的土地所有」、である。幕藩体制のもとで本百姓として貢租を負
担していた耕作農民は,その保有地を私的所有地として確認され地租負担義務
者となった。いわゆる 「独立自営農民」の日本的成立である。しかしながら,
日本の独立自営農民はイギリスの ヨーマン(yeoman)のように 「民富」(c・m・
monwealth)の担い手として富裕化の基礎をもたなかった。国家的土地所有と
地主的土地所有との重圧のもとで,農民的土地所有は極度に零細であり,その
うえ,地租の高率と金納化を前提とした農産物商品化の過程で商業資本に買い
たたかれ,か えって地租改正は農民困窮の要因となった。その結果,窮乏する
農民は土地を商品として手離しながらある者は出稼型未熟練労働者と化し,あ
る者は商業,高利貸資本の寄生地主のもとで債務奴隷的小作人に没落した。ま
さに,自営農民の分化 ・分解によるプロレタリアー ト創出の日本型本源的蓄積
過程である。
この地租改正によってつくりだされた高率地租の要因は何か,そ の第一は
「課税標準」を定める 「地価」の算定である。地価は 「売買地価」 ではなく,
「収益地価3で算定された。それは,取穫i量を米価によって換算したもので,
その米価の決定も,府県内における高米価の土地を選定 ・調査して算術平均し
たり,仮定収穫を定めたり,貢租水準の確保のために予定された内示額を強制
的に承認させた りして決定した。こうして課税標準の地価算定を大幅に引き上
げ,地租の高率化を図った。
つぎに地価3%の 「税率」の問題である。税率3%の決定は,「地租改正の始
先ず旧来の蔵入を減ぜざるを目的とし」(?),すなわち旧貢租以上の額を新租 で
獲得することが基本的方針であって,科学的根拠によって定められたものでは
ない。これをつぎの福島正夫氏r地租改正の研究』による第4表新旧租額の増
減比較表でみると,地租改正の実績は当初たてた予算より少ないが旧租より増
えていることがわかる。したがって,旧租継承の方針が数字のうえでも実現さ
れたことが明らかになるだろう。1877(明治10)年に高率地租3%が 「地租改正
反対」の農民一撲によって2.5%に低減されたが,そ れでも高率であることに
はかわりがなかった。
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第4表 現石換算地租増減比較表
年 度 已 租 額 改正纐 との差1同石代換算
天保7年(1836年)}1Z1⇒35易 ・司L7・ ぷ
明治4年(1871年)
5年
6年
7年
12,549,354
12,135,195
11,239,713
10,745,983
730,251
316,092
-579,390
-1,073,120
3,535,196
1,322,845
-2,424,747
-4,491,007
地鶴 璃 鐸 劃1L37あ63d噸5・731一1,864,305
地租改正 租 額11L81島1・31-1一
予 算 旧 租 副1乙 ・・⇒18q8971 757,014
序 算 新 租 釧1拠 …132q8971 1,347,765
+年減 租 の結 『 島・4島25・1-L96島8531一8 ,223,822
備考:1)石代換算は改租使用の米価4.185円による。
2)福島正夫『地租改正の研究』457ペジーより引用。
ところで,こ の地租改正の基本的性格はなんであったか,この問題を簡単に
整理しておきたい。地租改正の問題については対照的な二つの見解がある。そ
の一つは地租改正の近代的性格を指摘するもので,私的土地所有の成立,地租
の近代資本主義的租税の確立とみる見解と,他の一つは地租改正の封建的性格
を指摘するもので,土地所有形態は寄生地主的土地所有に象徴される過渡的 ・
半封建的土地所有の成立であり,地租は半封建貢租あるいは封建地代の一種と
しての貨幣地代とみる見解とに分かれる。小作料の性格についても,これを近
代的借地料とみる見解と半封建的地代とみる見解とが対立している。これらの
論争過程の詳細な検討は別の機会をまたなければならないが,つぎのように考
えることができないだろうか。日清戦争後日本資本主義の発展とともに,地租
の性格もしだいに近代的租税としての側面を強めていくとはいえ,それ以前の
地租は地価決定における非経済的契機や金納の強制,また,地券発行にもとつ
く土地所有の確認にしても,決して近代的地租 ・近代的土地所有の形成とはい
えないだろう。とりわけ,寄生地主的土地所有の性格は現物小作料のもとでの
小作関係に近代的土地所有関係を見いだすことができない。したがって,地租
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改正の歴史的性格において絶対主義的土地改革特有な封建的性格を基本的にも
っていたことが明らかにされるのではないか(8L最後に,地租改正と政商資本と
の関係をみると,地租が現物納から金納に切換えられて政商資本は貢米買受 ・
荷為替貸付業務に進出ずる機会をつかみ,新 しい資本の蓄積基盤をもつことに
なった。通商司の勧奨のもとに設立された三井の東京通商会社,後藤 ・鴻池の
蓬莱社,三井のi援助で設立された石ノ巻商社(三陸商社)な どの旧特権的商人
層たちはすでに地租改正公布以前に貢米買請業務あ認可を租税寮よりうけてお
り,これが地租金納によって米価変動に対処する貢租代納引当米制が採用され
く
て荷為替貸付業務が新しく生まれ,かれらに資本の蓄積基盤を新たに提供した
ことになる。一方農民は貢租の金納化によって,「米を貨幣に換えるための費
用と危険とが,従来の封建領主ないし明治政府の肩から,農民の肩へ掛け替え
られた」にすぎず(9),新租が実施されてから米価は低下し,大阪正米相場をみる
と1876(明治9)年10月には1873(明治6)年以来最低の安値を記録しているaCa。
この政商商社に井上が退官後社長として設立された 「先収会社⊥がそのなかに
参加するのである。
井上財政は,,地租改正によつて国家資本の財源を確保するための政策をすす
める一方で,欧米の近代的経済制度移植のための殖産興業政策を打ちだしたp.
井上の殖産興業政策は大隈の工部省中心の政策と異なり,財政投資による工部
省の官営諸事と並行し,さきの国立銀行にみられたように政府の干渉のなかで
政商資本の資力を動員した民間企業育成政策をすすめることを基本とした。そ
の代表的政策が三井組を中心に設立された 「郵便蒸気船会社」の保護政策であ
る。郵便蒸気船会社は日本沿岸海運政策として1870(明治3)年1月大阪通商
司のもとに設立した 「回漕会社」から翌71年1月に三井組の 「回漕取扱所」へ
と継承され,これが廃藩置県後の8月に改称されたものである。したがって,
この会社は,三井組を中心とした政商資本と政府の所有船と補助金の永年貸与
にょる「半官半民」事業である。井上財政はこれに年額6,000円の補助金,諸藩
の官取船の永年貸与,さ らに,全 国郵便物 ・貢米輸送を委任するなどの手厚い
保護を与えた。かれの殖産興業政策の基本は,∵民間資本の動員と育成にあり,'
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そのうえで外債募集を前提とした禄制処分の実施にょって財政上の矛盾を解決
して政策を推進しようとした。すなわち,かれの構想は,新地租,間接税,関
税の徴収が実現されない段階では財政支出の高い比率を占める家禄支給を処分
することで財政的危機を克服し,殖産興業政策推進の財源を調達することを意
図したものであった。この構想を井上は1872(明治5)年2月に外債3,000万円
募集にょる家禄処分案として政府に提案したが,それが5ヵ月後に旧領主階級
の反対で廃棄されてしまったaD。その結果,井上は財政的危機を各省の 「定額
金」の削減策に切替えたため,太政官機構の各省と対立し孤立化することとな
る。とりわけ,このことから大隈の殖産興業政策との対立が表面化した。井上
は政府財政の窮迫化のもとでは工部省中心の殖産興業政策の縮小を主張し,大
隈は政府財源を従属させてその政策を持続的に推進することを主張した。この
論争は1873(明治6)年5月留守政府部内での井上派の孤立と追い落 しの政争
のなかで,井上が渋沢とともに大蔵省を退職することにょって終った。政争に
勝利した大隈は井上退官後参議のまま,大蔵省事務総裁となり,帰国した大久
保利通に接近して,後退した井上財政期の殖産興業政策を積極的に展開するこ
とになる。つぎにみる政策の新しい第二段階の突入である。
井上の大蔵省の退官をもって明治期の殖産興業政策の第一段階は終止符をう
った。ここでむすびにかえて,由利 ・大隈 ・井上の三代財政を政策の担い手と
してすすめられた第一段階における殖産興業政策の特質と政商資本の歴史的動
向を整理しておきたいとおもう。この期の政策の特徴は,第一に殖産資金の調
達に商業資本を組織的に動員したことと,第二に興業政策として政府直営事業
(王有・政府専有制)の拡充策をとったことであろう。
政府に動員された商業資本は,政商資本の第一類型に属する旧三都の御用商
人が中心であり,京都の三井 ・小野 ・島田の為替方3家,大阪での鴻池以下の10
人両替商や株仲間商人である。政府は,これらの前期的資本の資金と信用体系
・流通機構を背景に全国的な流通 ・金融機構の近代的整備を目ざし,これが由
利の太政官札発行と商法司政策 ・大隈の通商司政策 ・井上の地租改正と金融政
策のなかにみられる。この商業資本への政府の見返 りが,由利の商法司知事 ・
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商法会所元締への任命 ・大隈の通商 ・為替会社への独占的営業権の付与 ・井上
の新貨幣 ・為換座 ・国立銀行への任命と独占的御用である。しかし,この段階
ではさきに指摘した政府直営事業政策がとられ,前期的資本の企業としての経
営の相対的独自性をもちえなかった。商法 ・通商 ・為替の各会社や三井の例外
的海運事業 ・第一国立銀行にしても,企業としての主体性は行政官僚が握って
おり,半官半民会社として不安な経営状態にあったといえるだろう。したがっ
て,この時期は官僚によって国家的事業と政商との相互依存 ・共生関係の基盤
作りがされた段階とみることができる。いわゆる 「政商資本」の形成期である。
三井を例にとれば,三野村利左衛門が大蔵官僚の井上 ・渋沢 ・造幣権頭益田孝
ト
との人脈を形成したのは1871(明治4)年の新貨条例と造幣規則の公布と軌をr
にしており,これを機として大蔵官僚と三井との関係を深め 「新貨幣為換座」
の任命に成功した。三井と同じように,住友の広瀬宰平が工部省鉱山寮との関
係を密にしたのもこの頃であり,三都の前期的資本が行政官僚との人脈を通じ,
政商資本として次段階への発展を予約したのがこの段階の特徴であったとみる
ことができる。
(1)三井銀行編r三 井銀行80年史』1957年,59-60頁。 ・
(2)同上,56-7頁。
{3)『明治前期財政経済史料集成』13巻,421-2頁。
{4)r明治財政史』13巻,34-57頁。 杉山和雄 「金融制度の創設」(r日本経済史大系』
5.近代上,1965年,東京大学出版会所収)189-90頁参照。
(5}前掲r史 料集成』13巻,428頁。
(6}杉山和雄 「前掲」,192頁。
(7}前掲r史 料集成』7巻 「地租関係書類彙纂」337頁。
(8)田中豊喜 ・浅田毅衛 「日本資本主義の発展 と経済政策」(『経済政策講座』)2.1964
年,有 斐閣,302-5頁に 「地租改正 と土地改正」 の問題について説 明してあ るので参
照 してほしい。
{9)80年史編纂室 「続三井銀行史話1(2)54頁。(三井銀行調査部松延数雄編r三 井銀
行調査 月報』1958年,277号所収)
00同 上,・55頁6新租 と米相場の関係を,「続三井銀行史話」(貢 米荷為替始末)の な
か で,詳 し く説 明されているので参照 してほ しい。
(179)明 治前期殖産興業政策と政商資本1:1
⑩ 家禄問題 と井上財政破綻に関する詳細 な研究は丹羽邦 男 『明治維新の土地変革』
1962年,お茶 の水書房,164-8頁にあるので参照 してほ しい。
